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抄 録 

目的:本研究は、電力不足及び放射能拡散が、身体活動にどのような影響を及ぼしたかを検証するため

に、その影響に差異を有する首都圏と京阪神圏の居住者間の比較を行うことを目的とした。 

方法:関東・京阪神圏の 20～79 歳の 2,400 名を対象とし、電力不足および放射能拡散の身体活動への

影響の有無(4 件法)、「歩く時間」，「階段の昇り降りや自転車に乗る機会」，「自宅や職場での身体活動」

の増減(4 件法)について Web 調査を実施した。身体活動への影響の有無と地域差をχ²検定により検討

した。 

結果:電力不足の影響では、「歩く時間」、「階段昇降や自転車乗車機会」、「自宅や職場での身体活動

時間」の 3 項目全てで、首都圏で「増えた」と回答した人の割合が高く有意な差があった。放射能拡散の

影響では、3 項目ともに両圏域で減少していたが、両圏域ともに増減率に大きな差はなかった。 

結論:電力不足という環境変化は、人々の日常身体活動を促進する可能性があるが、放射能拡散の影

響については確証的な結論は導けなかった。 
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１.  緒言 

東日本大震災は、類をみない大惨事をもたら

した。その被害に関しては、被災地あるいは被災

住民への復興支援に着眼することが何よりも大切

ではあるが、その後に発生した放射能拡散ならび

に原子力発電の停止に伴う電力不足の影響に

ついては、沖縄を除くほぼ全国に及んでいると言

っても過言ではないだろう。電力不足に対しては、

電力使用制限令発動（経済産業省，2011）により、

官民総力で節電に取り組み、制限令が発動され
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なかった京阪神圏でも、関西広域連合が節電を

呼び掛けていた(関西広域連合,2011/6/21)。ま

た、首 都 圏各地 では、放 射線量測定 が行われ

「ホットスポット」といわれる高値放射線量観測報

道 (日本経済新聞 ,2011/7/22)、大気浮遊による

京阪神での放射線量計測 (大阪大学安全衛生

管理部核燃料物質管理室 ,2011)など放射能に

対する関心と警戒心やトラウマ(小松 ,2011)など、

食品、戸外活動にも不安を抱くような風潮が高ま

っていた。 

Sallis ら は 、エコロジカルモデル (Sallis et 

al.,2006)を提唱して、様々な環境変化が身体活

動 へ 及 ぼ す 影 響 (Sallis et al.,2010 ;Van et 

al.,2011; Inoue et al.,2011)を検証してきた。東日

本大震災は放射能拡散を伴う類をみない大惨事

であり、エコロジカルモデルを前提とすれば、震災

後の電力不足や放射能拡散という急激な環境の

変化は、様々な人々の身体活動にもなんらかの

影響を与えた可能性が想定される。 

ところで、今般の放射能拡散ならびに電力不

足の影響については、2011 年夏時点では既に

国内広範囲に影響が及んでいたものの、首都圏

と京阪神圏を比較すると、その影響の大きさに差

異があったことが想定できる。具体的には、首都

圏では金町浄水場での放射能検出の報道（読

売新聞，2011/3/23）をはじめとして各地で放射

線量高値の 事 実 が 報道 さ れ る （読売新聞 ，

2011/4/23）に及んだ。また、電力不足に関しても、

東京電力管内では電力使用制限令が発布され

るなど、関西電力管内と比較してその影響は大き

かったものと推察される。エコロジカルモデルの観

点から、放射能拡散および電力不足という環境

変化が身体活動に及ぼした影響を検討するにあ

たり、その影響に強弱の差を有していた首都圏と

京阪神圏の差異を比較することによって、電力不

足と放射能拡散の身体活動への影響を明らかに

できる可能性があるだろう。 

そこで、本研究では、2011 年東日本大震災後

の夏季電力不足及び放射能拡散という環境変

化が、身体活動にどのような影響を及ぼしたかを

検証することを目的として、その影響に差異を有

する首都圏と京阪神圏の居住者間の身体活動

意識の比較を行った。 

 

２. 研究方法 

２．1 対象者および調査方法 

本研究では、震災直後の影響を避け、電力使

用量が高まる夏季の電力不足と放射能拡散の影

響による身体活動に対する意識を調査するため、

夏季終了時期で電力使用制限令終了日（経済

産業省，2011）の 2011年 9月 22 日～25日の間

に、Web アンケート方式による横断調査を実施し

た。対象者は、首都圏の東京都、神奈川県、埼

玉県、ならびに京阪神圏の大阪府、京都府、兵

庫県在住成人であった。対象者の抽出は、インタ

ーネット調査会社 (以下、A 社 )に対し、首都圏、

京阪神圏それぞれの性と年代を均一に、20 代、

30 代、40 代、50 代、60～64 歳、65 歳以上の 6

段 階 に層化 をして、回収数が各層 200 名 （計

2400 名）となるよう依頼した。A 社は、過去の実績

から、10,444 名に調査を依頼する必要があると判

断した。そこで、A社の登録モニター(全登録者数

約 120 万名)20 歳以上から無作為に抽出した

10,444 名に対して、調査を依頼し、当初依頼した

回収数(各層 200 名)に達した時点で、調査を終

了した。なお、2,400 名の回答の場合、標本誤差

は最大（回答比率 50％）で±2.0％となる。最終

的な回答から欠損はなく 2400 名を解析対象とし

た。対象者の調査参加方法は、A 社より配信され

る e-mail にて依頼を行い、本調査の趣旨、参加

は自由であること、プライバシーと匿名化は厳守

されることを説明し同意を得た。個人情報に関し

ては、登録モニターと社会調査会社との間で契

約されており、回答者のプライバシーは完全に保
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護されている。また、本調査は、事前に早稲田大

学における研究倫理審査委員会の承認(承認番

号:2011-119)を得て実施された。 

 

２．２ 調査項目 

Web 調査では、電力不足と放射能拡散の身

体活動や運動スポーツへの影響に関する意識に

ついて全 15 項目の設問を設けた。本研究では、

本調査に対応する 3 項目を用いた。まず、「この

一年間の身体活動や運動・スポーツの実施状況

には、東日本大震災およびそれに伴う電力不足

や放射能拡散が何らかの影響を与えましたか」と

いう質問項目について、「1.非常に影響があった」

～「4.全く影響はなかった」までの 4 件法を用い回

答を得た。 

電力不足と放射能拡散の影響による具体的な

身体活動への影響については，「歩く時間」，「階

段の昇り降りや自転車に乗る機会」(以下、「階段

昇降や自転車乗車機会」)、「自宅や職場での身

体活動の時間(家事，庭仕事，家の手入れ，家

族の介護，重い荷物の運搬など)」(以下、「自宅

や職場での身体活動」)および「運動やスポーツ

を行う機会」について、「1.非常に減った」～「4.非

常に増えた」までの 4 件法を用いて回答を得た。 

 人口統計学的要因では、インターネット調査

会社が把握している対象者の性、年齢、婚姻状

況、フルタイムの仕事の有無、教育歴、世帯収入

に関するデータを用いて、首都圏および京阪神

圏、それぞれの属性内訳を示した。 

 

２.３ 解析 

解析は、対象者の首都圏、京阪神圏の性別、

年代をχ²検定により検討した。次に、電力不足

や放射能拡散の全般的な身体活動や運動・スポ

ーツへの影響の意識について、「大いに影響があ

った」「わずかに影響があった」を「影響があった」、

「ほとんど影響はなかった」「全く影響はなかった」

を「影響はなかった」の 2 群にして割合を算出し、

地域(首都圏、京阪神圏)との関連をχ²検定によ

り検討した。電力不足および放射能拡散の影響

による「歩く時間」「階段昇降や自転車乗車機会」

「自宅や職場での身体活動」「運動・スポーツ機

会」の増減意識に関する回答を「非常に増えた」

「やや増えた」を「増えた」、「やや減った」「非常に

減った」を「減った」の 2 群にし、地域(首都圏・京

阪神圏)との関連をχ²検定により検討した。統計

解析には、PASW statistics 18 を用いた。 

 

３. 研究結果 

３．１ 対象者の特徴 

対象者は、性と年代が均一に、首都圏、京阪

神圏それぞれが 20 代、30 代、40 代、50 代、60

～64 歳、65 歳以上の 6 段階各層で男女 200 名

であり、平均年齢 (標準偏差)は、首都圏・京阪神

圏ともに 48.3（15.4）歳(p=0.99)で、有意な差はな

かった。 

 

３. ２電力不足と放射能拡散の影響による身体

活動や運動・スポーツ実施に関する意識 

この一年間の身体活動や運動・スポーツの実

施に関する東日本大震災およびそれに伴う電力

不足や放射能拡散の影響については，首都圏

（27.5%）では京阪神圏（10.8%）に比べて多くの人

が「影響があった」と回答した(p<0.05)。［表 1］ 
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３．３身体活動時間に関する意識 

電力不足の影響による身体活動時間の増減

意識では、「歩く時間」、「階段昇降や自転車乗

車機会」、「自宅や職場での身体活動時間」の 3

項目において、首都圏で「増えた」と回答した人

の割 合 が高 く有 意 な差 が見 られた。なかでも、

「 階 段 昇 降 や 自 転 車 乗 車 機 会 」 は 首 都 圏 で

74.2% の 人 が 「 増 え た 」 と 回 答 し 、 京 阪 神 圏 の

62.9%とは 12 ポイント以上の差があった。放射能

拡散の影響による増減意識では、3 項目ともに減

少した割合が高かった。「歩く時間」「自宅や職場

での身体活動時間」では有意な差は示されなか

ったものの、「階 段 昇 降 や自 転 車 乗 車 機 会 」が

「 減 っ た 」 と 回 答 し た 者 の 割 合 で は 京 阪 神 圏

（55.2%）の方が首都圏（50.2%）よりも有意に高値

を示した(p<0.05)。[表 2] 

 

 

４. 考察 

本研究の目的は、2011 年夏季の電力不足及

び震災後の放射能拡散という環境変化が、身体

活動にどのような影響を及ぼしたかを検証するこ

とを目的として、その影響に差異を有する首都圏

と京阪神圏の居住者間の身体活動意識の比較

N % N %

影響があった 330 27.5 129 10.8

影響はなかった 870 72.5 1071 89.3

α)χ²検定

この一年間の身体活動や運動・スポーツ
の実施状況には，東日本大震災およびそ
れに伴う電力不足や放射能拡散が何らか
の影響を与えましたか．

1 <0.001108.83

表1.　この一年間の運動・スポーツ実施状況に対する電力不足と放射能拡散の影響

首都圏　n=1200 京阪神圏　n=1200
カイ二乗値 自由度 P値α)

n=2400



スポーツ科学研究, 9, 332-337, 2012年 

336 

 

を行うことであった。 

本調査結果からは、電力不足や放射能拡散

による身体活動や運動・スポーツ機会は、首都圏

在住者の方が有意に、高く影響を受けていた。こ

の結果は、電力使用制限令による社会規範を伴

う節電行動や放射線量高値という影響を受けて

いた首都圏在住者にとって、放射能という目に見

えない拡散状況が身体活動を抑制するような心

理状況を生み出した可能性があるのではないだ

ろうか。また、電力不足の影響による具体的な身

体活動では、「歩く時間」「自転車乗車機会」「自

宅や職場での身体活動時間」の 3 項目で首都圏

在住者の増加意識の割合が高く、両圏域間に有

意な差が示された。この結果は、首都圏では、京

阪神とは異なり震災直後から電力不足による公

共交通機関の利用制限やエスカレーターの利用

制限が行われるとともに、電力使用制限令発動

による職場、学校、自宅、公共交通機関、公共

施設などあらゆる環境で具体的な数値目標 15%

削減の節電が行われた。このような社会規範を伴

う環境配慮行動(広瀬ら 1994、杉浦ら 2003)をも

たらした電 力 不 足 による環 境 変 化 は、Sallis ら

(2006)のエコロジカルモデルにおける個人的要因

など、社会環境の認知や態度への影響を介し、

歩く時間、階段昇降や自転車乗車機会、自宅や

職場での身体活動に影響を及ぼし、活動を促進

した可能性があるのではないだろうか。一方、放

射能拡散の影響に関して、「歩く時間」では、首

都圏 58.8%、京阪神圏 59.8%が減少し、「自宅や

職場での身体活動時間」では、首都圏 58.0%、京

阪神圏 60.8%が減少しておりほぼ同率の減少割

合で有意な差が示されなかった。放射性物質は、

大気浮遊や流通という目に見えない環境変化で

ある。A Tønnessen and L Weisæth(2007) は、チ

ェルノブイリ原子力発電所事故は、遠隔地在住

者の心理的ストレスにも影響を与えることを報告し

ている。大阪大学でも放射線量測定が行われて

いたように、放射能拡散は、首都圏在住者だけで

はなく、遠隔地である京阪神圏在住者にも心理

的影響を及ぼし、身体活動を抑制する意識を招

いたのではないだろうか。ただし、「階段昇降や自

転車乗車機会」において、京阪神圏の方が首都

圏よりも減少者の割合が有意に高かったことにつ

いて、首都圏では交通事情悪化により自転車利

用者の増加 (読売新聞 2011/10/13)の影響など

も伺われるが、本調査からは明確な理由に言及

できない。今後、より詳細な調査を行うことで、放

射能拡散が人々の身体活動意識に及ぼす影響

のメカニズムが解明されることが期待される。 

本研究は、震災後 6 ヶ月に実施した横断調査

であり、震災直前と震災後の身体活動量の増減

を厳密に定量化したものではないが、あくまでも

エコロジカルモデルにおける心理的側面に限っ

て意味を持つデータであると言える。電力不足あ

るいは放射能拡散と身体活動の定量的関係に

ついては、今後詳細に検証する必要があるだろ

う。 

 

５. 結論 

電力不足という環境変化は、人々の日常身体

活動を促進する可能性があるが、放射能拡散の

影響については確証的な結論は導けなかった。 

今後、我が国全体の健康維持増進のためにエ

コロジカルモデルに基づいた身体活動増進のた

めのポジティブな意識をもたらすような環境づくり

の促進が重要であろう。 
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